
（平成２２年４月２１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 14 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 10 件

年金記録確認広島地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



  

広島国民年金 事案 855 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 48年７月から同年 12月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 昭和 45年１月から同年３月まで 

             ② 昭和 48年７月から同年 12月まで 

             ③ 昭和 49年１月から 50年 12月まで 

申立期間①について、私は、勤めていた会社を昭和 44年 12月に退職して

45 年１月から、厚生年金保険が適用されていない職場で働き始め、しばら

くして市役所で国民年金の加入手続を行い国民年金保険料を納付した。申立

期間①である最初の３か月だけ未納とされていることに納得がいかない。 

申立期間②について、私は、勤めていた店を昭和 48年 12月末で退職する

まで、それ以前の納付済期間と同じように国民年金保険料を納付していたの

で未納とされていることに納得がいかない。 

申立期間③について、私は、この期間は職場を転々としていた時期で国民

年金保険料の納付について確かな記憶は無いが、昭和 51 年１月から 52 年

11 月までの納付記録があるので、同じ勤務状況である申立期間③について

も納付しているはずだ。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、申立人が勤務していたとする店の主人（既に死亡）

の妻は、申立人が昭和48年12月末まで同店に勤務していたと供述している。

また、申立人は、店に来た集金人に国民年金保険料を納付したとしていると

ころ、当時、申立人が勤務した店は市及び納付組織の集金人による集金地区

内に所在していたことが確認できることから、45年４月から 48年６月まで

の納付記録がある申立人が、引き続き勤務していた申立期間②だけを未納と

する周辺事情はうかがえない。 



  

なお、申立人に係る昭和 47年４月から 48年３月までの保険料の納付記録

は、当初、未納とされていたが、申立人が所持する保険料領収書等により平

成 21年７月 14日に納付済みに記録訂正されていることから、直近で納付方

法も同じ申立期間②についても、行政の記録管理に瑕疵
か し

があった可能性も考

えられる。 

さらに、申立期間②は、６か月と短期間である。 

２ 一方、申立期間①について、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期は、

昭和 45 年７月か８月ごろと推定され、この時点では、申立期間①の保険料

は、過年度保険料となるところ、申立人は、市役所で国民年金に加入した際、

さかのぼって保険料を納付したと供述しているが、当時、市が収納できるの

は現年度の保険料であり過年度分の収納はできなかったことから、申立人の

供述と異なる。 

また、申立人が申立期間①の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①に保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

３ 申立期間③について、申立人は、「この期間は職場を転々としていた時期

で保険料の納付について確かな記憶は無いが、同じ勤務状況だったのに、な

ぜ、昭和 51年１月から実家に帰った 52年 11月までの納付記録があるのか

が不思議であるため申立てをした。」と供述しているところ、申立人の国民

年金被保険者名簿及び国民年金被保険者台帳から、申立人は、昭和 51 年１

月から 52 年３月までの保険料を 53 年４月 21 日に、52 年４月から 53 年３

月までの保険料を53年６月24日にさかのぼって納付していることが確認で

きる。 

しかし、このさかのぼって納付した 53 年４月の時点では、50 年 12 月以

前の保険料は、時効により納付することができない期間である。 

また、申立期間③について、申立人の記憶はあいまいであり、ほかに保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

４ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和48年７月から同年12月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 

 

 



広島厚生年金 事案 1177 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支社における資格取得日に係る

記録を昭和 45年 10 月 21日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を６万円とす

ることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 
 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 45年 10月 21日から同年 11月１日まで 

私は、昭和 37 年４月から平成４年８月までＡ社に継続して勤務していた

が、厚生年金保険の加入記録を確認したところ、申立期間の加入記録が欠落

していた。同じ会社の支店を異動しただけなのに、加入記録が無いのはおか

しいので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

人事記録及び雇用保険被保険者記録により、申立人は、Ａ社に継続して勤務

（昭和 45年 10 月 21 日に同社Ｃ支店から同社Ｂ支社に異動）し、申立期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 
また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支社における昭

和 45年 11月の社会保険事務所（当時）の記録から、６万円とすることが妥当

である。 
なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は、申立期間に係る保険料について「納入したと推測で

きるが、証明資料は無い。」としており、ほかに確認できる関連資料及び周辺

事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 
また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し



て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 



広島厚生年金 事案 1178 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額（20 万円）であったことが認められることから、申立期間

の標準報酬月額に係る記録を 20万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 53年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 15年４月１日から 16年５月１日まで 

    私は、平成 14年４月１日から 16 年５月１日までＡ社に勤務していたが、

ねんきん定期便で、15年４月から 16年４月までの期間の標準報酬月額と厚

生年金保険料が実際の金額と違っていることに気がついた。 

 会社からは何も説明を受けていないので調査してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、オンライン記録によると、

当初、20万円とされていた。 

しかしながら、オンライン記録では、平成 16 年２月９日付けで、申立人を

含む６人の標準報酬月額の記録が遡及して引き下げられており、申立人の標準

報酬月額は、15万円に記録訂正されていることが確認できる。 

一方、申立人から提出された申立期間の給与明細表を見ると、申立人の当該

期間における給与支給額及び厚生年金保険料は訂正前の標準報酬月額に見合

う金額であったことが確認できる。 

また、年金事務所が保管する申立ての事業所に係る滞納処分表で、当該遡及

訂正により、滞納保険料額との相殺が行われていることが確認できることから、

事業主は、保険料滞納額を減額処理するために標準報酬月額をさかのぼって引

き下げたものと推認できる。 

   これらを総合的に判断すると、平成 16 年２月９日付けで行われた遡及訂正

処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所が行った当該遡及訂正

処理に合理的な理由は無く、申立人の申立期間の標準報酬月額については有効

な記録処理があったとは認められない。このため、当該遡及訂正の結果として



記録されている申立人の申立期間に係る標準報酬月額は 20 万円に訂正するこ

とが必要である。 



広島厚生年金 事案 1179 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支社（現在は、Ｃ社）における

資格喪失日に係る記録を昭和 31年７月 20日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を１万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 31年５月 30日から同年７月 20日まで 

    社会保険事務所（当時）に私の年金記録を照会したところ、申立期間の被

保険者記録が欠落していた。 

昭和 30年１月５日にＡ社Ｂ支社Ｄ総局に入社し、同年４月１日付けで正

社員となり、32年５月に退職するまで途切れることなく勤務していたので、

申立期間に厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が名前を挙げた同僚（昭和 30年３月１日から 31年７月 20日までは

Ａ社Ｂ支社、31 年７月 20 日から 35 年 12 月 26 日まではＥ社で厚生年金保険

被保険者記録あり。）は、申立人が申立期間においてもＡ社Ｂ支社Ｄ総局に引

き続き正社員として勤務していたと供述していることから判断して、申立人

が申立期間において申立事業所に勤務していたことが推認できる。 

また、申立期間当時、Ａ社Ｂ支社において、総務部長を務めていた同僚によ

ると、昭和 31年当時、Ｄ総局はＢ支社の管轄であり、Ｄ総局の勤務者の給与、

社会保険料等の控除等の事務はＢ支社において行い、社員の厚生年金保険料も

自身が社会保険事務所で納付しており、申立人の給与から厚生年金保険料を控

除していたと供述している。 

さらに、オンライン記録により、前記同僚二人は、いずれもＡ社Ｂ支社が厚

生年金保険の適用事業所でなくなった昭和 31年７月 20日に資格を喪失し、同



日にＣ社において資格を取得していることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支社における昭

和 31年４月のオンライン記録から、１万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、これ

を確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざ

るを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



広島厚生年金 事案 1180 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。   

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和９年生 

住        所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 25年７月 25日から 31年１月 18日まで 

私は、「ねんきん特別便」を見てＡ社Ｂ工場の厚生年金保険被保険者期間

である昭和 25年７月 25日から 31年１月 18日までの被保険者記録が欠落し

ていることに気付いた。 

社会保険事務所（当時）に問い合わせたところ、この期間は脱退手当金を

受給しているので、厚生年金保険被保険者記録が無いとの回答であった。 

私は、脱退手当金の請求手続をしたこともなければ受給したこともないの

で、脱退手当金が受給済みとされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する昭和47年10月に再交付された厚生年金保険被保険者証に

は、脱退手当金が支給されたことを示す「脱」表示が無く、申立期間後にＣ社

Ｄ製作所に勤務した際の厚生年金保険被保険者番号は申立期間と同一であり、

申立人が当該事業所に対し、申立期間である厚生年金保険被保険者期間がある

ことを自ら伝えたものと考えられることから、この時点において申立人は申立

期間を被保険者期間として認識していたことがうかがわれ、申立人が脱退手当

金を受給していたとは考え難い。 

また、戸籍謄本によれば、申立人は、昭和 31 年１月＊日に婚姻し、Ｅ姓か

らＦ姓に改姓しているが、厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）では、同年３

月 16 日に名（ＧからＨに変更）と生年月日（昭和８年＊月＊日から９年＊月

＊日に変更）の変更が行われているものの、姓の変更が行われておらず旧姓の

ままであり、申立期間の脱退手当金は旧姓で請求されたものと考えられること

から、申立人が請求したとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立



期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



広島厚生年金 事案 1186 

 

第１ 委員会の結論  

   申立人の申立事業所における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、昭和

21 年２月１日であったと認められることから、申立人に係る厚生年金保険被

保険者資格の喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、１万円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 20年４月１日から 21年２月１日まで 

私は、昭和 19 年１月にＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店 に入社後、20 年４

月にＤ専門学校の第二部（夜間部）に入学し、入学後も昼間は引き続き同

社に勤務していた。また、入学したものの、当時は戦時下のため授業は行

われておらず、終戦後の 21年１月にようやく授業が開始される旨の通知が

あったが、その時には夜間部は無くなり、授業は昼間行われるようになる

とのことであったので、同社を退社した。 

    しかし、厚生年金保険の記録では、同社での被保険者資格喪失日が昭和

20 年４月１日となっており、申立期間が未加入期間となっていることに納

得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間において、申立事業所での厚生年金保険の加入記録がある同僚は、

申立人が同社に勤務している途中で専門学校に入学し、その後も引き続き勤務

していたことを覚えているとしていることなどから、申立人は申立期間におい

て申立事業所に勤務していたことが推認できる。 

一方、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立

人の名前は確認できるものの、資格取得日及び資格喪失日の記載が無い上、被

保険者名簿は資格取得日の順に健康保険番号が付されるのが通常であるとこ

ろ、健康保険番号はオンライン記録により確認した資格取得日の順となってい

ないほか、事業所名が昭和 26 年５月に申立事業所の事業を継承したＢ社とな



っているなど不自然な記述が見られる。このことについて、社会保険事務所（当

時）は、現存するＥ市の事業所に係る申立期間当時の被保険者名簿のほとんど

は、戦災により焼失したか、20 年９月の台風による水害により滅失・毀損し

たため、21年から 34年ごろにかけて事業所照会等に基づいて再製したもので

あるとしている。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳を見ると、オンライン記録と同じ

く昭和 20 年４月１日に被保険者資格を喪失した記録となっているが、当該資

格喪失日は、いったん 23 年４月１日と記載されていたものが二重線で消し込

みされ、20年４月１日に訂正されていることが確認できる一方で、「戦災によ

り被保険者名簿焼失せるため昭和 19年 10月以前不照会」との記述が見られる

ことから、当該被保険者台帳についても、完全なものであるとは判断すること

はできず、事業主が申立人の資格喪失日を 20 年４月１日として社会保険事務

所に届出を行ったとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 21 年２月１日に被

保険者の資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に対し行ったと認めるの

が相当であり、申立人の申立事業所における被保険者資格の喪失日は、同日と

することが妥当である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、厚生年金保険法及び船員保険法

の一部を改正する法律（昭和 44年法律第 78号）附則第３条の規定に準じ、１

万円とすることが妥当である。 

 



                      

  

広島国民年金 事案 852 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年６月から 41年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 大正 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 36年６月から 41年３月まで 

国民年金制度ができるころ、Ａ市の職員と名のる 40 代の女性が、Ａ市に

あった自分の店に加入勧奨に来たので、その場ですぐに加入した。その女性

職員が３か月ごとに集金に来たので欠かさず納付したのに、申立期間の国民

年金保険料の納付記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びその妻の国民年金手帳記号番号は、国民手帳記号番号払出管理簿

の前後の任意加入者の資格取得日から、昭和 41 年４月ごろに連番で払い出さ

れたものと推測され、申立人及びその妻の国民年金被保険者台帳により、いず

れも、同年４月１日に資格取得していることが確認でき、同月以降の国民年金

保険料については、夫婦は、それぞれの 60 歳到達時まで、未納無く納付して

おり、申立人の供述と一致している。 

なお、夫婦の被保険者台帳をみると、いずれも、昭和 36 年４月及び同年５

月の保険料を第３回特例納付期間（昭和 53 年７月１日から 55年６月 30日ま

で）に特例納付した記録があるとともに、資格取得日が 36 年４月１日に訂正

されているが、当該訂正は特例納付による保険料納付に合わせ行われたものと

推測される。 

これらのことから、夫婦に手帳記号番号が払い出された昭和 41 年４月時点

では、申立期間は未加入期間であるため保険料を納付できず、さらに、仮に当

初の夫婦の資格取得日が手帳記号番号の払出時期と同時期に訂正されたとし

ても、申立期間のうち、36 年６月から 38 年 12 月までの保険料は、時効によ

り納付できない上、納付可能であった 39年１月から 41年３月の保険料につい

ては、過年度保険料となるため集金人には納付できず、また、資格取得日が



                      

  

36 年４月１日に訂正されたと推定される第３回特例納付期間の時点では、申

立期間の保険料は特例納付により納付可能であったものの、申立人にはこの時

期に未納の保険料を一括して特例納付したとの記憶は無い。 

さらに、申立期間に申立人に別の手帳記号番号が払い出された形跡は無く、

ほかに申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる関連資

料及び周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



                      

  

広島国民年金 事案 853 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46年 12 月から 47年３月までの期間及び 48年４月から 50年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： ① 昭和 46年 12月から 47年３月まで 

             ② 昭和 48年４月から 50年３月まで 

    私は、短期大学在学時に居住していたＡ市と卒業後在住していたＢ市では

国民年金保険料を払った覚えは無いが、その後、Ｃ市に在住していたころ、

手帳に印紙を貼られ、ハンコを押してもらったこと、国道沿いのＤ社の社宅

付近にあった郵便局でまとめて払い込んだこと、昭和 50 年４月に共済組合

に加入する前に未納の督促が来て、まとめて払ったことの記憶があり、少な

い給与の中から保険料を納付した。自分の性格からして、この時期に督促状

が来れば保険料は納付している。申立期間が未納になっていることは考えら

れない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出管理簿の前後

の任意加入者の資格取得日から、昭和 47年 12月 19日ごろに払い出されたも

のと推測でき、Ｃ市の住民票により、申立人が同月５日に同市に転入している

ことが確認できることから、申立人は、この時期に国民年金の加入手続をし、

「手帳に印紙を貼られ、ハンコを押してもらった覚えがある。」とする申立人

の記憶は、納付済みである昭和 47 年度の国民年金保険料を現年度納付した時

期のものと推測される。 

しかし、申立期間①及び②について、申立人は断片的な記憶により納付した

と主張するが、それぞれの申立期間の保険料について、その納付時期、納付方

法、納付金額などの記憶はあいまいで、具体的な供述は得られない。 

また、申立期間①については、申立人の手帳記号番号の払出時期からみて、



                      

  

過年度保険料として納付することとなるが、申立人には、納付時期、納付金額

及び納付書についての記憶は無い。 

さらに、申立期間②については、申立人は昭和 48 年２月からＣ市外の事業

所に勤務した後、再度、Ｃ市内の事業所に勤務しているが、申立人は住所変更

の手続をした記憶は無いとしていることから、Ｃ市外に転出した際に、納付書

が届かなくなり、再度、Ｃ市に転入後も住所変更手続をしなかったことから、

そのまま、納付書が送付されなかった可能性がうかがえる。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人が申立期間の保険料を納付したこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



                      

  

広島国民年金 事案 854 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年９月から平成元年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年  月 日 ： 昭和 39年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 59年９月から平成元年３月まで 

私の母名義の預金通帳に、昭和 59年 12月から 61年３月までの間に６回、

国民年金保険料が引き落とされていることが記録されている。  

当時、母は、父の被扶養者で、第三号被保険者であったため、母自身は保

険料を納める必要はなく、この通帳に記録されている保険料は、私のもので

あると思われる。 

母は、既に亡くなっているが、弟の保険料を含め、保険料はすべて母が納

付していたので、申立期間が未加入となっているのはおかしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された申立人の母名義の預金通帳により、昭和 59年 12月か

ら 61 年３月までの間に６回、国民年金保険料が引き落とされていることが確

認できる。 

しかし、国民年金の第三号被保険者制度は、昭和 61 年４月に創設されてお

り、申立人の母は、50 年１月に国民年金に任意加入し、第三号被保険者とな

る直前の 61 年３月まで、定額保険料及び付加保険料をすべて納付しており、

同通帳から引き落とされている保険料額は、その時期の定額保険料と付加保険

料の一人分の合計額と一致している上、61 年４月以降については引き落しの

記録が無いことから、当該通帳に記録されている保険料については、申立人の

母の保険料納付分であると推認できる。 

また、申立人については、国民年金手帳記号番号の払出しは確認できない上、

申立人自身は、国民年金の加入手続、保険料の納付等に関与しておらず、申立

人の国民年金の加入手続及び保険料の納付をしたとする母は既に死亡してお

り、当時の状況を聴取することができず不明であり、ほかに、申立人が、申立



                      

  

期間に国民年金に加入し、保険料を納付したことをうかがわせる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。  

 

 



                      

  

広島国民年金 事案 856 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57年９月から 62年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 57年９月から 62年６月まで 

私は、昭和 57 年９月に婚姻し、その際、夫は会社を退職したので、夫が

国民年金の加入手続をしたが、私もそのころに加入手続を行った。その後、

私は、会社に就職するまでは、専業主婦だったので、国民年金保険料は夫の

分と一緒に金融機関で毎月納付してきたのに、夫の保険料は納付済みで私の

保険料のみが未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の夫の国民年金保険料の納付記録が確認できる申立期間の一部であ

る昭和 60年４月から 62年６月までは、申立人の夫は、毎月、期限内に納付し

ていることが確認できるものの、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期は、

第３号被保険者の届出をした 62 年９月ごろと推定され、その時に、婚姻時の

57 年９月にさかのぼって被保険者資格を取得したと推定され、申立期間のう

ち、57年９月から 60年７月までは、時効により保険料を納付することはでき

ない上、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかが

わせる事情も見当たらない。 

また、申立期間は、58 か月と長期間であり、申立期間以外に申立人及びそ

の夫が、同日に保険料を納付していることが確認できるのは、平成５年８月か

ら同年12月までの保険料を７年１月26日に過年度納付している一度のみであ

る。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間に係る保険料の納付をうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1172 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 11年 11月１日から 13年３月 26日まで 

私がＡ社に勤務していた期間のうち、申立期間の標準報酬月額が、実際に

支給されていた給与額より低くなっている。当時の私の給与振込口座の取引

明細があるので、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された給与振込口座の取引明細により、申立期間について、

申立ての事業所から申立人に対し、オンライン記録の標準報酬月額を上回る額

の給与が振り込まれていることが確認できる。 

しかし、オンライン記録により、申立ての事業所の平成 11 年８月当時の申

立人を含む被保険者 27人の標準報酬月額は、いずれも同年８月から 13年２月

まで 11 万 8,000 円となっていることが確認できるところ、12 年 11 月の時点

で、11年８月から同年 10月までの申立人の標準報酬月額については、同年７

月の標準報酬月額と同じ 36 万円に訂正され、他の被保険者についてもそれぞ

れ同様に訂正されていることが確認できる。 

また、申立ての事業所は「当時は、会社の経営状態がよくなかった。」とし

ており、申立人及び同僚は、「当時、会社から、厚生年金保険料を引き下げる

ので、自己負担額も減り、給与が増えるとの説明があった。」と供述している。 

さらに、申立ての事業所の同僚から提出された申立期間に係る給与明細書に

記載された保険料控除額を基に標準報酬月額を算出したところ、オンライン記

録の標準報酬月額と一致していることから、申立人についても、オンラインに

記録されている標準報酬月額に基づく厚生年金保険料が控除されていたもの

と考えられる。 



                      

  

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立期間について、申立人が厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認めることはできない。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1173 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 大正６年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 28年 11月から 30年 10月ごろまで 

父は、申立期間について、Ａ市Ｂ町にあったＣ社（現在は、Ｄ社）で資材

を運搬する運転手として勤務していた。 

小学校の夏休みに兄と一緒に資材を荷台からおろす仕事を手伝ったこと

を絵日記に書き、担任の先生から表彰されたことがあり、父がＣ社で勤務し

ていたのを明確に記憶している。また、父は、当時、Ｅ病院でかなりの期間、

治療を受けていたので健康保険証を持っていたと考えられる。 

申立期間について、父の厚生年金保険の加入記録が無いのはおかしいので、

調査をお願いする。 

（注）申立ては、死亡した申立人の子が、申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立ての事業所の商業登記簿及び事業主の供述により、申立期間当時、その

事務所がＡ市Ｂ町にあり、資材を運搬する業務を行っていたことが確認できる

ことから、申立人が申立ての事業所の業務に関与していたことは推認できる。 

しかし、申立ての事業所の申立期間当時の会計担当者は、「当時、申立ての

事業所に運転手は在籍していたが、申立人の名前は記憶に無く、他に会社専属

で資材を運搬する個人事業主が７人ぐらいいた。会社では個人事業主について

は厚生年金保険に加入させていなかった。」と供述している上、申立期間当時、

申立ての事業所に勤務していた別の従業員３人も、「申立期間当時、申立ての

事業所に運転手は在籍していたが、申立人の名前は記憶に無い。」と供述して

いる。 

また、申立人の子は、「父は、申立ての事業所に入社する前は、資材運送業



                      

  

を営業していた。父が申立ての事業所で資材の運搬に使っていた車は、自家所

有であったと思う。」と供述しており、申立人は、申立期間当時、申立ての事

業所で資材を運搬する個人事業主であった可能性があると推測される。 

さらに、申立ての事業所は、「申立期間当時の社会保険や人事・賃金等に関

する書類は、残っていない。元社員から聞いた話では、当時、車は３台で運転

手は３人在籍していたが、その中に申立人の名前は無く、また、運搬の請負業

者としてＦ社がいたとのことである。」と回答しているが、申立期間当時、申

立ての事業所で運転手だったとする３人は所在不明のため聴取できず、申立人

の勤務実態に係る供述は得られず、Ｆ社についてオンライン記録を確認したと

ころ、同社が厚生年金保険の適用事業所となったのは、昭和 32 年４月１日で

あり、申立期間には適用事業所となっていないことが確認できる。 

加えて、申立ての事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申立期

間を含む昭和 26年７月から 31年４月までの健康保険番号に欠番は無く、申立

人の名前は見当たらない上、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）で

は、申立期間前後にＧ社Ｈ工場及びＩ社での厚生年金保険加入記録は確認でき

るが、申立ての事業所での厚生年金保険加入記録は確認できない。 

その上、申立人が、健康保険証を使用し、通院したことがあるとされるＥ病

院は、既に廃院しており、事実確認はできず、このほかに、申立人が申立期間

において事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていたことをうか

がわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1174（事案 576の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年６月 16日から 43年 10月 25日まで 

      私は、昭和 41年 11月５日から 44年１月 16日までＡ社に継続して勤務し

ていたのに、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無いのはおかしい。 

記録が切れているのは、会社が何か悪いことをしたのではないか、また、

社会保険事務所（当時）は、自分のＡ社での年金記録を別会社の記録にして

いたこともあり、自分の年金記録を消して、保険料を横領したのではないか

と思うので再調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の申立てについては、ⅰ）厚生年金保険加入期間を含めて申立人

の雇用保険被保険者記録は無く、申立期間における在籍が確認できないこと、

ⅱ）申立ての事業所の当時の関係者に聴取しても、申立人の申立期間におけ

る勤務状況や保険料控除について具体的な供述は得られないこと、ⅲ）申立

ての事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票を確認したが、申立期間に

ついては、健康保険の番号に欠番は無く、申立人の名前は見当たらないとし

て、既に当委員会の決定に基づく平成 21 年３月 26 日付けで年金記録の訂正

は必要でないとする通知が行われている。 

今回の申立てに当たり、申立人は同僚３人の名前を挙げているが、１人は既

に死亡し、１人の所在は不明であり、所在が判明した１人については家族から

高齢のため聴取困難との回答があり、供述は得られない。 

また、上記３人以外で申立期間当時、申立ての事業所に在籍していた従業員

から聴取したところ、「申立人は、社長の妻の弟で、時期ははっきり分からな

いが、時々、工事の材料を軽トラックで現場へ運んできていた。しかし、従業

員だったかどうかは自分には分からない。」と供述している。 



                      

  

さらに、申立人の申立ての事業所での厚生年金保険加入記録が、別会社での

記録とされたのは、社会保険事務所が申立人のオンライン記録を統合する際に、

誤って別会社の事業所整理番号を入力したためであり、行政の事務処理に不備

があったことは認められるものの、申立期間が未加入とされていることとの関

連は無いと考えられる。 

その上、申立ての事業所の被保険者原票を精査したが、申立期間当時、申立

人と同時期に被保険者資格を喪失・再取得した者はおらず、事業主等が組織的

に従業員の資格を喪失させた事情はうかがえず、申立人の同原票の資格取得・

喪失等の記載にも不自然な点は無く、申立人が申立期間において厚生年金保険

の被保険者であったことをうかがわせる新たな事実は確認できない。 

このほか、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこと

から、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1175 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

               

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 41年９月 14日から 42年５月１日まで 

    私は、申立期間に、Ａ社Ｂ工場内のＣ社で働いていた。この期間の厚生年

金保険の加入記録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人については、申立期間前の昭和 40 年３月５日から 41 年９月 14 日ま

ではＤ事業所で、申立期間後の 42年５月１日から 44年 11月１日まではＥ事

業所で、同日から 48年 12月 19日まではＣ社で、それぞれ厚生年金保険の加

入記録が確認できる。 

また、申立人の申立期間に係る雇用保険加入記録は、事業所名は不明である

が、昭和 40 年３月５日から 42 年２月 25 日までの期間と、42 年１月 26 日か

ら 44年 10 月 31日までの期間について確認でき、最初の雇用保険の被保険者

資格の取得日とＤ事業所での厚生年金保険の資格取得日（昭和 40年３月５日）

が、２度目の離職日の翌日とＥ事業所での厚生年金保険の資格喪失日がそれぞ

れ一致していることから、申立期間についてはＤ事業所又はＥ事業所に在籍し

ていたと考えられる。なお、雇用保険の事業所番号はいずれもＣ社の事業所番

号とは相違しており、申立人の当該事業所での雇用保険の加入記録は申立期間

以後の厚生年金保険の加入記録と同じ期間となっている。 

   さらに、申立人の当時の義兄は、「申立期間は、Ｄ事業所の事業主が病気に

なり、同社が厚生年金保険の適用事業所として事業を継続できなくなった時期

（昭和 41年９月 14日に適用事業所でなくなっている。）であり、自分がＣ社

から溶接業務を請負い、自分が受け取ったＣ社からの報酬を、実弟や申立人等

に賃金として支払っていた。その後、元請けのＡ社の役職者から同社の業務を

行うため、会社を作って労働、社会保険等に加入するように言われ、昭和 42



                      

  

年２月 21 日にＥ事業所を設立し、その後、適用事業所となった同年５月１日

に、一緒に仕事をしていた数人に厚生年金保険の被保険者資格を取得させた。

申立期間は適用事業所になる以前であり、厚生年金保険料は控除していなかっ

た。」と供述している。 

加えて、申立期間ごろにＤ事業所に勤務し、Ｅ事業所の加入期間及びＣ社の

資格取得日が申立人と同じである同僚は、「私は、昭和 41 年５月から 42 年ご

ろにＥ事業所に入社するまでＤ事業所で働いていたが、同事業所での厚生年金

保険の加入記録は無い。申立人は、申立期間当時は、申立人の義兄やその兄弟

とＤ事業所の仕事か、Ｃ社の下請けの仕事をしていたと思う。その後、私もＥ

事業所に移り、申立人と一緒に働き、44年 11月 1日にＣ社に入社したときも

申立人と一緒だった。」と供述している。 

また、申立人に係るＤ事業所、Ｅ事業所及びＣ社の被保険者原票の厚生年金

保険記号番号は同じであり、申立期間に別の記号番号が払い出された形跡は無

く、申立ての事業所の担当者は、「申立期間に、申立人が当社で勤務していた

記録は確認できない。」としており、ほかに、申立人に係る厚生年金保険料の

控除をうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1176 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 21年２月から 23年３月まで 

私は、申立期間にＡ事業所に勤務していた。 

社会保険庁（当時）の記録は、この期間の厚生年金保険加入記録が無いと

されており、納得できないので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所が保管する職員名簿において、申立人の氏名、採用年月日及び月給

が確認できることから、申立人が昭和 21 年３月１日から同事業所の正規職員

として勤務していたことは確認できる。 

しかし、オンライン記録では、Ａ事業所が厚生年金保険の適用事業所となっ

たのは昭和 43 年４月１日であり、それ以前に適用事業所であった記録は確認

できない。 

また、申立人は同事業所の正規職員であったことから、申立人は申立期間に

ついては、同事業所が所属するＢ共済組合の組合員であったものと推測できる

ものの、同共済組合に係る退職給付の長期給付制度は昭和 24年 10月１日から

開始とされているため、申立期間当時の同共済組合は、医療給付を中心とした

短期給付制度のみであったと考えられる。 

このほか、申立人が申立期間において厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことをうかがわせる関連資料及び、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1181 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。   

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和９年生 

住        所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

 申 立  期 間 ： 昭和 27年４月 16日から 32年５月１日まで 

私は、Ａ社Ｂ工場に入社した時、同社から厚生年金保険の説明を受けてい

たので、在職中から同保険の制度を認識していた。 

当時、申立事業所の同僚女性のほぼ 100パーセントが結婚退職で、そのほ

とんどが脱退手当金を請求していた。 

私は、申立事業所を退職する際、同じ勤労課に所属するＣさんから、再三

にわたり脱退手当金を請求するよう勧められたが、当時、脱退手当金を請求

する場合、退職後６か月以内に婚姻の証明書を事業所に提出しなければなら

ず、私は、婚姻の予定も無かったので断ったことを今でもはっきり覚えてい

る。 

また、申立事業所を退職直後に姉の住むＤ地に転居しており、脱退手当金

の通知などは受けていないので、脱退手当金が支給済みとされていることに

納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していたＡ社Ｂ工場の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

おいて、申立人とほぼ同時期に厚生年金保険被保険者資格を喪失し、脱退手当

金の受給要件を満たす女性被保険者の脱退手当金の支給記録を確認したとこ

ろ、申立人を除く 41 人のうち 32人に支給記録があり、このうち 29人が被保

険者資格喪失日から６か月以内に脱退手当金の支給決定がなされており、いず

れも請求手続の時期が退職後間もないころとなっていることを踏まえると、申

立人の供述どおり、申立事業所は、脱退手当金の代理請求を行っていたものと

推認できる。 

なお、申立人は、脱退手当金を請求する場合、退職後６か月以内に婚姻の証



                      

  

明書を事業所に提出しなければならなかったと供述しているが、申立事業所で

脱退手当金の支給記録のある同僚は、「確かに会社を退職後、婚姻の証明書を

会社に提出したが、脱退手当金を請求するためではなく、会社から支給される

結婚祝い金を受けるためだったと記憶している。」と供述している上、女性の

被保険者が脱退手当金を請求する場合、婚姻や分娩を請求要件としていたのは、

申立人が脱退手当金を請求した昭和 32年より前の 23年８月１日から 29年４

月 30 日までであったことから、申立人は、脱退手当金の請求を申立事業所が

支給していた結婚祝い金と記憶違いをしている可能性がある。 

また、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係

る被保険者資格喪失日から約３か月後の昭和32年８月16日に支給決定されて

いるなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人の脱退手当金が支給決定された時期は通算年金制度創設前で

あり、20 年以上の厚生年金保険被保険者期間が無ければ年金は受給できなか

ったのであるから、申立期間の事業所を退職後、40 年５月まで厚生年金保険

への加入歴が無い申立人が脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえ

ず、ほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらな

い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1182 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： ① 昭和 38年９月 28日から 39年７月 17日まで 

             ② 昭和 43年９月 30日から 44年９月 24日まで 

             ③ 昭和 58年５月１日から 60年３月 10日まで 

④ 平成２年２月 27日から同年９月１日まで 

私は、申立期間①については、Ａ社の本社から、昭和 38 年５月から６月

ごろに、Ａ社Ｂ事業所に転勤してその後一時退職して再び同社に就職したが、

退職していた期間より長い期間、厚生年金保険が空白となっているので調査

してほしい。 

申立期間②については、Ｃ社のＤ工場に直営のトラックが１台あって、そ

のトラックを一人で運転していた。昭和 44年９月 24日まで働いていたのに

厚生年金保険の加入記録が43年９月30日までとなっているので調査してほ

しい。 

申立期間③については、Ｅ社に昭和 60年３月 10日ごろまで働いていたの

に厚生年金保険の加入記録が 58 年５月１日までとなっているので調査して

ほしい。 

申立期間④については、平成２年２月にＦ社に採用された後、２か月ぐら

いしてから退職する同年８月末ごろまで、新工場の建設現場で重機を使って

一人で法面の整形等の作業に従事していたのに、厚生年金保険の加入記録が

同年２月 27日までとなっているので調査してほしい。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、「Ａ社Ｂ事業所に勤務して、一度退職し、

厚生年金保険に加入していない別の事業所に勤務後、再び申立事業所に勤務

した。」と供述しているところ、申立事業所の本社が保管する「健康保険厚



                      

  

生年金保険被保険者表（控）」に記載された申立人の申立事業所における１

度目の厚生年金保険の資格喪失日は、オンライン記録と同じ昭和 38 年９月

28日であることが確認できる。 

また、採用から１度退職して別の事業所に勤め、再度申立事業所に就職す

るなど申立人と一緒に行動したとする同僚の被保険者表（控）に記載された

１度目の資格喪失日も申立人と同日で、オンライン記録と一致していること

が確認できる。 

さらに、申立事業所が保管する雇用保険に関する記録によると、申立人及

び前記の同僚共に、１度目の離職日及び２度目の資格取得日は、厚生年金保

険における１度目の資格喪失日（昭和 38年９月 28日）及び２度目の資格取

得日（昭和 39年７月 17日）とそれぞれ同日となっており、両者の記録は一

致している。 

２ 申立期間②について、申立人の雇用保険における資格喪失日は、申立人の

健康保険厚生年金保険被保険者原票及びオンライン記録の資格喪失日（昭和

43年９月 30日）と一致している上、被保険者原票には健康保険証を回収し

たことを示す「証回収」の記載が確認できる。 

また、申立事業所における勤務期間が申立人と重なる同僚 11 人に照会し

回答があった９人のうち、７人は申立人のことを記憶しておらず、申立人を

記憶しているとする２人からは、申立人の勤務期間について、具体的な供述

は得られなかった。 

さらに、申立事業所は業種を変えて現存するものの、当時の事業主は既

に亡くなっており、賃金台帳等の関係資料も処分されている。 

３ 申立期間③について、申立事業所が保管する申立人に係る賃金台帳には、

雇入日は昭和 58年２月１日、退職日は同年４月 30日と記載されており、申

立人の厚生年金保険及び雇用保険の記録と一致している。 

また、申立人と勤務期間が重なる７人に照会したところ、５人は申立人

のことを記憶しておらず、申立人を記憶しているとする２人からは、申立

人の勤務期間について、具体的な供述は得られなかった。 

さらに、申立期間③当時、申立事業所で厚生年金保険事務を担当していた

同僚は、「申立人は、厚生年金保険の加入記録のある昭和 58年２月から同年

４月まで勤務して退職した。」と供述しており、このことは賃金台帳の記録

と一致する。 

４ 申立期間④について、申立人の申立事業所に係る雇用保険の資格喪失日は、

オンライン記録により確認できる申立人の厚生年金保険の資格喪失日（平成

２年２月 27日）と一致している。 

また、申立事業所における勤務期間が申立人と重なる同僚９人に照会し回

答があった６人のうち、４人は申立人のことを記憶しておらず、申立人を記

憶しているとする２人からも、申立人の勤務期間について、具体的な供述は



                      

  

得られなかった。 

さらに、申立事業所は平成 12 年６月１日に厚生年金保険の適用事業所で

はなくなっている上、当時の事業主は既に亡くなっており、給与事務を担当

していた事業主の妻は賃金台帳等の書類は残っていないとしている。   

５ これらのほか、申立期間について、申立人に係る厚生年金保険料の控除を

うかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1183 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 20年８月 31日から 32年４月１日まで 

    父は、申立期間において、Ａ社が戦前設立したＢ社、Ｃ社の２社及びＤ社、

Ｅ社いずれかに勤務していたと思う。また、父はＣ社では、社長に就任して

昭和 39年 11月の倒産まで在籍したとの証言もある。申立期間において厚生

年金保険の加入記録が無いことに納得ができない。 

（注）申立ては、死亡した申立人の子が、申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、昭和 20年８月 31日から 27年１月１日までについて、

申立人は、Ｅ社が設立された昭和 20年ごろから 26年 12月 31日まで同事業

所に勤務し、27 年１月１日からＣ社に勤務していたことが、同僚の供述、

及びＥ社で最後に被保険者資格を喪失した当該同僚を含む６人の被保険者

資格喪失日が 27 年１月１日で、その６人が同日にＣ社で厚生年金保険被保

険者資格を取得していることから推認することができる。 

しかしながら、Ｅ社が厚生年金保険の適用事業所になったのは昭和 23 年

８月１日であり、Ｅ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の事業主欄に申

立人の氏名が記載されており、被保険者の欄には氏名が無いことから、申立

人はＥ社が適用事業所となった昭和23年８月１日から27年１月１日までの

間は個人事業主のため厚生年金保険の被保険者となり得なかったことが確

認でき、ほかに、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とをうかがわせる事情も見当たらない。 

２ 申立期間のうち、昭和 27年１月１日から 32年４月１日については、申立

人がＣ社に昭和 32 年４月１日まで在職していたことを複数の同僚が供述し



                      

  

ている上、商業登記簿により、申立人が 26 年 12月 27日にＣ社の取締役に

就任し、27年５月 26日に代表取締役に就任していることが確認できる。 

しかしながら、Ｃ社は既に適用事業所でなくなっており、賃金台帳等の関

係資料が無く、当時の経理責任者も既に亡くなっていることから、同事業所

の申立人に対する申立期間中の給与（報酬）の支払い及び給与（報酬）から

の厚生年金保険料の控除について確認できない。 

また、申立期間以外に同事業所の代表取締役を務めていた者の代表取締役

を務めた期間と厚生年金保険の被保険者期間をみると、この二つの期間には

相関関係は見られず、申立人の厚生年金保険の被保険者資格取得日が昭和

32年４月１日となっていることは必ずしも不自然ではない。 

さらに、Ｃ社の申立期間前の被保険者名簿も含め調査したところ、健康保

険被保険者証の番号に欠番は無く、被保険者名簿に申立人の氏名は確認でき

ない。  

３ これらのほか、申立人が勤務したとするＡ社、Ｂ社及びＤ社については、

申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料及び

同僚等の供述は得られず、それぞれの事業所に係る被保険者名簿において申

立人の氏名は確認できない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1184 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等   

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  :① 昭和 51年３月 26日から同年８月１日まで 

            ② 昭和 51年 12月 29日から 52年６月１日まで 

私は、大学を卒業してすぐに父親が経営するＡ社に入社し、その後、おじ

が経営する会社に出向したが、入社から現在に至るまで一貫して勤務してい

た。 

申立期間①及び②当時は、給与から厚生年金保険料を控除されていたこと

は確実で、実母が経理担当者であったので、後継者である私を社会保険に加

入させないことはあり得ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立人の供述及び同僚の証言から、申立事業所に勤

務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立人が所持している年金手帳の厚生年金保険の欄に「初め

て被保険者となった日 昭和 51 年８月１日」と記載されているほか、申立人

が大学の同級生で一緒に申立事業所に入社したとする同僚についても資格取

得日が、オンライン記録で申立人と同じ昭和 51 年８月１日とされていること

が確認できる。 

また、当時の事業主及び経理担当者は死亡しており、同僚からも申立人の保

険料控除についての供述は得られない。 

さらに、オンライン記録によると、昭和 51 年３月から同年７月まで厚生年

金保険被保険者資格を取得している者はおらず、申立人の資格取得日である同

年８月１日に５人まとめて被保険者資格を取得させていたことが確認できる。 

申立期間②については、同僚の供述から、申立人は、昭和 51年 12月末ごろ

に出向先から申立事業所に再入社したことが推認できる。 



                      

  

また、前述のとおり、当時の事業主及び経理担当者は死亡しており、同僚か

らも申立人の保険料控除についての供述は得られない。 

さらに、オンライン記録によると、昭和 51 年 12月から 52年５月まで厚生

年金保険被保険者資格を取得している者はおらず、申立人の資格取得日である

同年６月１日に４人まとめて被保険者資格を取得させていたことが確認でき

る。 

そのほか、申立期間①及び②を含めた期間、当該事業所で厚生年金保険被保

険者記録が複数ある同僚に照会したところ、自身が記憶している入社日とオン

ライン記録上の厚生年金保険被保険者資格の取得日に差異があり、入社日の約

６か月後が資格取得日であることが確認できる。 

以上のことから、当該事業所では、社員の入社日と同時には、厚生年金保険

の加入手続を行わず、一定期間経過後、厚生年金保険に加入させる取扱いであ

ったと考えられる。 

加えて、健康保険厚生年金保険被保険者原票では、申立人の資格取得日前後

で整理番号の欠番は無く、申立人に係る同原票に記載されている厚生年金保険

被保険者資格取得日は、申立期間①及び②について、それぞれオンライン記録

どおり「昭和 51年８月１日」、「昭和 52年６月１日」と記載されており、被保

険者記録に不自然な点は見受けられない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料は無く、それをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら事実及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1185 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： ① 昭和 37年１月１日から 39年 12月１日まで 

             ② 昭和 44年５月１日から 47年 11月１日まで 

私は、申立期間①及び②当時、それぞれの事業所で正社員として雇用され、

事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていたので、申立期間①及

び②の期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、同僚の証言から、申立人が申立事業所に勤務してい

たことは推認できるものの、当該同僚は、申立人が申立事業所で勤務してい

た時期及び期間については覚えていないとしている。 

また、申立事業所は、昭和 37 年５月１日に厚生年金保険の適用事業所と

なっており、申立期間①のうち、37年１月１日から同年４月 30日までは適

用事業所でなかったことが確認できる。 

さらに、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

昭和 37年５月１日から 39年 12月１日までの期間中に被保険者資格を取得

したことが確認できる被保険者を調査したところ、当該名簿の整理番号に欠

番は無く、申立人の氏名も無い。 

２ 申立期間②について、申立事業所は厚生年金保険の適用事業所となってお

らず、同事業所の元取締役は、申立人が確かに勤務していたことを覚えてい

るが、時期及び期間は覚えておらず、厚生年金保険の適用を社会保険事務所

（当時）に届け出ていないため、申立人の給与から厚生年金保険料を控除し

ていないとしている。 

また、申立期間②当時、申立事業所には代表取締役以下５人の役員がいた

が、申立期間②を含む設立から廃業までの期間については、５人とも厚生年



                      

  

金保険被保険者記録は無い。 

さらに、申立期間②における申立人に係る雇用保険の被保険者記録は確認

できない。 

３ このほか、申立人が申立期間①及び②において保険料を事業主により給与

から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 


